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第 3章 ＣＳＲが求められる背景 
 

 第 1章、第 2章でＣＳＲの概略について述べてきたが、そもそもこのＣＳ

Ｒの概念が注目され、多用されるようになった背景にはどのようなものがあ

るのだろうか。本章では、ＣＳＲを先駆的に用いるようになったヨーロッパ・

アメリカの背景、そしてそれに追随するような形で浸透するようになった日

本の背景について考察していきたい。 

 

1.ＣＳＲの要求 

 18 世紀末の産業革命1以後、主要な国々において資本主義経済が確立し、2

度の世界大戦が発生したものの、それらを経た後に、主として資本主義国の

経済は発展の一途をたどり、以前に比べれば格段に豊かな現在の生活が築き

上げられた。 

 しかし、そのような先進国の豊かな生活には、途上国の多大な犠牲が伴っ

てきたといっても過言ではないだろう。先進国側が経済拡大に没頭しすぎる

あまりに、森林の破壊や河川の汚染、地球温暖化といった環境問題が深刻と

なってきている。また、安価な労働力を追い求めるあまりに児童労働や強制

労働といった人権問題を起こしてきたことも紛れもない事実である。このよ

うな深刻な問題に対して世界は「持続可能な発展」を求めており、先に挙げ

たような企業の反社会的行動に対する責任を求める動きが、企業にＣＳＲを

求める背景といえる。 

 また、企業を取り巻くステークホルダーが多様化し、それらによる企業の

監視が高まっていることも、ＣＳＲが求められる背景の 1つである。特に、

社会が成熟化するにつれて、市民が企業の行動に強い関心を持つようになっ

た。そして、ＮＧＯやＮＰＯといった民間主体の組織の活動が活発化してお

り、それらをはじめとした様々な組織が、企業も社会の一員であり、場合に

よっては社会問題の要因となっているのだから、その深刻な社会問題に対し

て企業も責任を持つべきだとして、その責任を強く求めるようになったこと

も一因といえる。 

                                                   
1 産業の技術的基礎が一変し、小さな手工業的な作業場に代って、機械設備による大工場

が成立し、これとともに社会構造が根本的に変化すること。1760年代のイギリスに始まり、

1830年代以降、欧州諸国に波及。（『広辞苑第五版』岩波書店） 
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 さらに、国際政治からのＣＳＲに対する期待も大きい。2003年にフランス

のエビアンで開催された主要国首脳会合2（Ｇ８サミット）における「成長の

促進と責任ある市場経済の増進Ｇ８宣言」では、企業の社会的責任について

触れ、「持続可能な開発のための世界首脳会議の成果を踏まえ、我々は企業の

社会的及び環境面での責任を強化するための自主的努力を支持する。我々は、

関心を有する全ての国と共に、ビジネスが責任を持って行動できる環境作り

を含む、持続的な経済成長を支えるイニシアティブに取り組む。我々はまた、

企業の経済的関心と一貫する、ＯＥＣＤ3多国籍企業行動指針や国際連合グロ

ーバル・コンパクト原則といった、企業の社会的及び環境面での責任を促進

する、企業による自主的努力を歓迎する。我々は、企業に対して、他の主体

と協力して、ＯＥＣＤの行動指針や 1998年の労働における基本的原則及び権

利に関するＩＬＯ4宣言等の既存の文書の実施を補い推進することに取り組

むよう奨励する」（外務省「成長の促進と責任ある市場経済の増進Ｇ８宣言（仮

訳）」）と述べられている。 

 以上に見たように、社会や経済のグローバル化の進展による社会問題の顕

在化、「持続可能な発展」の要求、市民社会の成熟による企業への監視の強化

などが世界全体におけるＣＳＲの要求の要因として挙げられる。 

 

2.ＣＳＲの発展～ヨーロッパ 

 ヨーロッパでは古くから宗教色が強く、その考えに基づいて企業にも倫理

的な行動を求めた。そして、企業もそれに従い活動を行ったため、ＣＳＲの

基盤は近年以前から存在した。そうした中で、ＣＳＲが注目を集めるように

なった背景にはＥＵの統合がある。 

 ＥＵが各国企業に対してＣＳＲを求める背景には、ＥＵ統合の影の部分に

光を与える目的がある。ＥＵ統合によってＥＵ域内の人、モノ、金が自由に

移動できるようになり、それがＥＵ全体の経済力を向上させ、世界との競争

                                                   
2 1975年フランスの提唱によって始まる。アメリカ・イギリス・フランス・ドイツ・イタ

リア・日本・カナダ・ロシア・ＥＵ委員長が参加して年に1度開催され、共通の対外政策

が広く討議される。（『広辞苑第五版』岩波書店を参考） 
3 Organization for Economic Cooperation and Development，経済協力開発機構。1961

年に発足した先進工業国の経済協力機構。（『広辞苑第五版』岩波書店） 
4 International Labor Organization，国際労働機関。1919年に設立され、労働条件につ

いて各国への勧告、労働関係資料の収集・紹介など行う。 

（『広辞苑第五版』岩波書店を参考） 
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力を向上させた。しかし、それらが自由に移動できることによって、ＥＵ内

での地域格差が懸念され、そこから雇用の減少や治安の悪化といった社会問

題が生じる恐れがＥＵ発足当初にあり、現実にそのような問題が見られる地

域もある。そのために、このような社会不安を引き起こさないように企業に

対してＣＳＲを求める動きが、政治の立場から生じたのである。 

 そうした中でＥＵは企業に積極的にＣＳＲ活動を推進させるために、「ＣＳ

Ｒに関する欧州枠組みの推進」なる政策提案文書を 2001年に発表した。そし

て翌年には企業、消費者、経済団体、労働組合、ＮＧＯなどのステークホル

ダーによって構成される「ＣＳＲに関するＥＵマルチ･ステークホルダーフォ

ーラム」が発足し、ＣＳＲの原則などを定めた報告書をまとめた。また、政

治の主導だけでなく、産業界でも 1996年にヨーロッパの多国籍企業によるネ

ットワークである「ＣＳＲヨーロッパ」が設立され、ヨーロッパにおけるＣ

ＳＲ活動はまさに、全ヨーロッパ一丸となって取り組まれているといえる。 

 こうした動きの中で、特にＣＳＲ活動に対して熱心なのがイギリスである。

イギリスでは 2000年に年金法が改正され、年金運用受託者は投資銘柄の選定

において投資先の社会面・環境面への配慮の有無や程度、議決権行使などの

方針について開示が求められるようになり、これを契機としてＳＲＩが急速

に拡大していった。また、イギリスでＣＳＲ活動が熱心な背景には、トリプ

ルボトムラインの考え方がイギリスで提唱されたということもある。トリプ

ルボトムラインとは、1997年にイギリスのサステナビリティ社の代表である

ジョン・エルキントン氏が著書で示したもので、経済面だけではなく、環境

面、社会面を合わせた3つのボトムライン5が企業評価に際して重要であると

いう考え方である。さらにそれらに加えて、イギリスには企業の活動を監視

するＮＧＯが多数存在し、それらの存在も企業に対する大きな圧力となって

いる。この結果、表に示すように『Ｎｅｗｓｗｅｅｋ6』が発表した世界企業

のＣＳＲランキングではイギリス企業が上位を占めた。ただ、現在では先進

的にＣＳＲに取り組んできたヨーロッパとアメリカ・日本の格差は縮小の傾

向を見せ、ＣＳＲが世界的に認識、意識されるようになってきたことを示し

ている。 

                                                   
5 収益報告の最後の行の意。つまり最終利益、最終損失を意味する。 

（『パーソナルカタカナ語辞典』学習研究社） 
6 『Ｔｉｍｅ』とならぶアメリカの有力な週刊ニュース雑誌。1933年に創刊。 

（『広辞苑第五版』岩波書店） 
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順位 会社名 国名 企業統治 従業員 社会 環境 合計 

1 ＢＴグループ イギリス 13.6  13.8  15.0 15.0 57.4 

1 アストラゼネカ イギリス 13.6  13.8  15.0 15.0 57.4 

3 トタル フランス 10.9  15.0  15.0 15.0 55.9 

3 ノボ・ノルディスク デンマーク 10.9  15.0  15.0 15.0 55.9 

5 東芝 日本 15.0  13.8  14.0 12.5 55.3 

5 ＳＡＢミラー イギリス 15.0  13.8  14.0 12.5 55.3 

7 バイエル ドイツ 13.6  15.0  14.0 12.5 55.1 

8 ルノー フランス 12.3  13.8  14.0 15.0 55.0 

9 ディアジオ イギリス 15.0  12.5  15.0 12.5 55.0 

10 セントリカ イギリス 13.6  13.8  15.0 12.5 54.9 

11 三井物産 日本 13.6  12.5  13.0 15.0 54.1 

11 コスモ石油 日本 13.6  12.5  13.0 15.0 54.1 

11 ユミコア ベルギー 13.6  15.0  13.0 12.5 54.1 

14 ＮＥＣ 日本 13.6  13.8  14.0 12.5 53.9 

14 
インペリアル・ケミカル・ 

インダストリーズ 
イギリス 13.6  11.3  14.0 15.0 53.9 

表 1-3-1 世界企業のＣＳＲランキング7（『Ｎｅｗｓｗｅｅｋ日本版』 

2007年 7月 4日号，阪急コミュニケーションズより） 

 

3.ＣＳＲの発展～アメリカ 

 アメリカでのＣＳＲの発展を考えるとき、その特徴はヨーロッパとは異な

り、政治主導ではなく民間主導であり、ＳＲＩが活発であるということであ

る。ＳＲＩの考え方はキリスト教色が強いアメリカでは昔からあり、その起

源は教会がその資金を運用する際に、タバコやギャンブル、アルコールなど

の教義に反する企業への投資を避けたこととされる。また、政治姿勢を見て

も分かるとおり、アメリカでは人権問題への関心が昔から強く、人権問題を

軽視する企業への風当たりは厳しい。このような社会の意識が企業に自主的

なＣＳＲ活動を促した要因の1つとされる。さらに、1980年代半ばに軍需産

業の不祥事が表面化して以降、相次いで企業の不祥事が発覚する中で、社会

が企業に対して責任を求めるようになったことも一因とされている。 

                                                   
7 各項目は15点満点，合計60点満点 
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 このような背景から、ＣＳＲを企業に促すような形でＳＲＩが拡大したが、

ＳＲＩを行う際には収益性以外の要素を考慮しており、場合によっては最善

の投資先ではないことがある。これは機関投資家8にとって受託者の責任に反

するのではないかという意見があった。この点に関しては、1998年にアメリ

カ労働省が「財務的な要因が損なわれない限り、ＳＲＩを排除する理由はな

い」（米山秀隆(2004)『図解よくわかるＣＳＲ（企業の社会的責任）』日刊工

業新聞社より）という見解を出し、投資において収益性以外の要素を考慮す

ることを公式に認めた。これが、機関投資家にＳＲＩ運用をさらに促し、結

果としてＳＲＩ全体が拡大することとなり、ＳＲＩの対象先となるように努

めさせることで企業にＣＳＲを促している。 
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図 1-3-2 アメリカのＳＲＩ資産残高推移 

（Social Investment Forum,2005 Report on Socially Responsible 

Investing Trends in the United States より作成） 

 

4.ＣＳＲの発展～日本 

 以上にヨーロッパ・アメリカにおけるＣＳＲの発展過程を見てきたが、こ

れらの動きは総じて日本に比べて早く、日本はこれに追随する形でＣＳＲの

発展を遂げてきたといえる。 

 第 2章で触れたように、近年世界的にＣＳＲの考えが浸透し、ＣＳＲを果

                                                   
8 証券投資による収益を主要な収益源とする法人形態の投資家 

（『広辞苑第五版』岩波書店） 
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たしていない企業は投資家からの資金を得づらくなり、また取引先企業から

の契約を打ち切られてしまいかねず、そうした状況は日本企業に対しての圧

力となった。これは、現在の経済がグローバルに展開し、もはや国内のステ

ークホルダーのみを考えていれば良いのではなく、海外のステークホルダー

をも考慮しなければならないことによるものである。 

 また、ＩＳＯがＣＳＲの国際的なガイドラインの制定を目指して、各国の

政府や産業界、消費者やＮＧＯ、学識経験者など様々なステークホルダーが

参加する作業部会を開いている。ただ産業界には、ＳＲ（Social 

Responsibility,社会的責任）は企業が自主的な判断で取り組むべきものであ

り、規格化によって一律の取り組みを要求するのはおかしいのではないかと

いう意見もある。そのため、これは従来のＩＳＯのマネジメントシステム規

格ではなく、その指針を示すガイダンス文書である。今年の 7月に完成した

作業文書第3版において述べられている規格の内容は、規格策定の背景、社

会的責任の定義、重要な原則の解説を始めとして、社会的責任の核となる「組

織とガバナンス、人権、労働慣行、環境、公正な事業活動、消費者課題、社

会開発」の7つの課題の解説、そしてそれらに対して組織が実践するための

方法を示したものになっている。ただ、ＩＳＯで議論されている規格は「Ｃ

ＳＲ」規格ではなく、「ＳＲ」規格である。これは、企業のみに社会的責任行

動を促すのではなく、社会に関連するあらゆる組織に対して社会的責任行動

を促すためである。今後、2007 年 11 月に開催される作業部会でも審議が継

続され、2009年 11月にＩＳＯ26000 として発行される予定である。ＩＳＯ規

格の発行によって、今後さらに社会的責任を求められることは明らかであり、

そのことも日本企業に対してＣＳＲの徹底を求めている一因である。 

 このような、世界における背景のほかにも、日本固有の背景がある。それ

が、従来の日本企業や日本経済の発展を支えた独自の日本型経営システムの

崩壊である。 

 以前の企業においては、銀行を核として企業集団を形成し、その集団内で

株式持ち合いや取引を行い、その関係は長期的かつ安定的であった。また、

日本全体が企業社会であったということも否定できず、従業員や社会も企業

の発展に貢献していた。 

 しかしながら、第 2章で述べたように、このような長期的かつ安定的な関

係は現在では大きく損なわれてしまった。長引く不況に対応するために、銀

行や企業がリストラクチャリングを行ったために株式持ち合いが解消して、
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企業間の関係が希薄になった。また、従業員の解雇も進み、どちらかといえ

ば企業に従属的であった従業員との関係など、様々な関係が損なわれていっ

た。さらに、そのような様々な関係が損なわれた上に、今までは明らかにさ

れることのなかった不祥事が発覚する企業も現れ始めて、1 つのステークホ

ルダーのみならず、各ステークホルダー――社会全体――からの信頼を失う

こととなった。 

 このように様々なステークホルダーとの関係が、従来の安定的なものから

不安定で希薄な関係になるにつれて、その損なわれた関係の再構築が企業の

喫緊の課題となった。そして、その手段として考えられたのが、企業が社会

に対しての行動を通して信頼を回復するということであり、それが日本のＣ

ＳＲ発展の礎といえるだろう。 

その他にも法制度の整備が進んだこともＣＳＲ活動を促した一因である。

まず、2004年に公益通報者保護法が可決・成立した。この法律制定の背景に

は「近年、事業者の不祥事が事業者内部からの通報により相次いで明らかに

なっている。法令違反行為の是正のための通報は正当な行為として評価され

るべきである一方で、民間の通報者支援団体には事業者内部や外部へ誠実に

通報したにもかかわらず職場で不利益な取扱いを受けているとの相談が多く

寄せられている。また、公益のために通報を行った場合に、どのような内容

の通報をどこへ行えば解雇等の不利益な取扱いから保護されるのかは必ずし

も明確ではない」（内閣府国民生活局『公益通報者保護法説明資料』）現実が

あった。その是正のために制定されたこの法律の目的は「公益通報をしたこ

とを理由とする公益通報者の解雇の無効等並びに公益通報に関し事業者及び

行政機関がとるべき措置を定めることにより、公益通報者の保護等を図る」

（内閣府『公益通報者保護法の概要』）ことである。つまり、公益のために企

業などの不正を内部告発した人間が、その企業などから不利益を被らないよ

うにするのがこの法律の目的であり、企業の不祥事が発覚しやすい仕組みづ

くりを目指している。また公益通報者保護法の制定の他にも、株主代表訴訟

の容易化や、監査役会の拡充などの企業活動の監視制度が強化されたことも

ＣＳＲを促した要因として挙げられる。 

また、このような企業や制度面の要因のみならず、社会面の要因も挙げら

れる。現在では、企業にＣＳＲ活動を促すような社会の動きも活発化してお

り、マスコミをはじめとして、市民レベルでもＣＳＲに対する関心が高まり、

ＳＲＩの拡大やＮＧＯなどの市民団体による企業の監視の強化などが始まっ
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ている。そして、これに呼応するように各メディアによるＣＳＲ特集やＣＳ

Ｒランキングの発表などが行われるようになり、このようなことも企業に対

してＣＳＲ活動を促す一因となっている。 

 

順

位 
企業名 

合計 

得点 

ＣＳＲへの 

取り組み度 

ＣＳＲリポートの 

充実度 

コーポレート 

ガバナンス 

税金と雇用 

の貢献度 

業績及び 

財務 

1 シャープ 83.75 28.1 17.0 10.9 3.5 24.3 

2 デンソー 83.57 26.5 17.6 10.7 4.4 24.3 

3 富士写真フイルム 83.18 29.1 17.4 9.4 4.2 23.1 

4 日立化成工業 82.02 27.9 14.4 14.0 2.3 23.4 

5 凸版印刷 81.89 28.9 17.0 10.1 3.7 22.2 

6 ユニ・チャーム 81.81 25.1 16.0 12.7 3.4 24.6 

7 キヤノン 81.61 24.5 14.6 11.6 4.3 26.7 

8 松下電器産業 80.89 29.5 18.4 8.9 2.6 21.6 

9 東芝 80.24 29.3 15.4 11.3 2.3 21.9 

10 日産自動車 80.03 28.0 12.0 12.9 4.3 22.8 

11 オムロン 79.89 25.3 14.0 14.4 2.5 23.7 

12 ソニー 79.48 27.3 16.0 12.6 2.3 21.3 

13 リコー 78.65 26.6 14.6 10.7 3.7 23.1 

14 セブン-イレブン・ジャパン 78.64 25.1 11.4 10.9 4.0 27.3 

15 ＴＤＫ 78.25 25.8 11.6 12.9 3.7 24.3 

16 イトーヨーカ堂 77.93 23.4 18.6 8.6 2.4 24.9 

17 アステラス製薬 77.91 26.3 12.1 12.6 2.0 24.9 

18 エーザイ 77.80 18.6 15.0 14.4 4.1 25.8 

19 大日本印刷 77.24 26.6 12.4 10.5 3.4 24.3 

20 ダイキン工業 77.14 24.8 11.6 13.9 4.1 22.8 

表 1-3-3 日本企業のＣＳＲランキング9 

（『日経ビジネス』2005年 8月 22日号，日経ＢＰ社より） 

                                                   
9 ＣＳＲへの取り組み度は30点満点，ＣＳＲリポートの充実度は20点満点，コーポレー

トガバナンスは15点満点，税金と雇用の貢献度は5点満点，業績及び財務は 30点満点，

合計得点は100点満点 
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図 1-3-4 花王・本田技研工業のＣＳＲ報告書 

（花王・本田技研工業ＨＰより） 

 

 こうした動きは今後ますます活発になることが予想され、現時点で十分な

ＣＳＲ対策を取っていない企業には、その対策が迫られるだろう。 

そのためには、まず確固たるＣＳＲに関する指針を策定し、社内にその指

針を周知徹底し、全社一丸となって取り組む必要がある。そして、その活動

を促進するために形だけでない実効性のある組織を作り、ステークホルダー

との密接な関係を維持してコミュニケーションを図りつつＣＳＲ活動に取り

組んでいかなければならない。そして、ＣＳＲ活動に際しては、ＰＤＣＡサ

イクル10を確立し、常にその活動を検証して評価、改善を行い、よりよい活

動につなげて、最終的には、当たり前のこととして企業全体にＣＳＲの意識

が浸透するようにしなければならない。 

このようなＣＳＲに対する取り組みを企業が主体的・積極的に実施してい

かなければ、今後の社会においては企業活動の継続が困難となることが予想

されるのである。 

                                                   
10 業務の改善で、Plan-Do-Check-Actionの 4つのフェーズを繰り返すこと。まず計画

（Plan）を立て、その計画を実行（Do）する。その結果を確認（Check）し、対応策（Action）

を考える。（『情報処理技術者用語辞典』日経ＢＰ社） 


